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第一章  本調査について 
第１  調査の端緒  

令和５年８月、市として補正予算の編成を進めている中、本町松下線築造工事

（その１）（以下「その１工事」という。）及び同（その２）（以下「その２工事」

という。）の補正予算の意思決定過程で疑義が生じた。  

そのため、下水道事業を所掌する環境下水道部の事務執行等を精査するべきと

考え、調査チームを立ち上げ、調査を行うことにした。  

 

第２  調査チームの結成  

 本町松下線築造工事に係る契約事務等に関する調査チーム設置要綱に基づき令

和５年９月６日に結成した。  

 

第３  調査事務  

 調査チームは、３回の会議のほか、環境下水道部長、同次長、下水道課長及び

工事担当者並びにその１工事の受注者である株式会社久本組（以下「久本組」と

いう。）及びその２工事の受注者である日本国土開発株式会社大阪支店（以下「日

本国土開発」という。）に対する調査ヒアリングを実施した。  

令和５年９月１９日   第１回会議  

令和５年１０月３日～１０月２０日  調査ヒアリング  

令和５年１０月２６日  第２回会議  

令和５年１１月２０日  第３回会議  

 

第４  工事概要と設計変更の内容  

 

図 .1 施工区間  
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本工事は浸水対策のため、守口市立第一中学校（以下「第一中学校」という。） 

の南西道路（守口１０７号）に、シールドマシンを発進させるための立坑（以  

下「Ｎｏ．４立坑」という。）を築造し、その１工事についてはシールド工法に

より、京阪守口市駅方向に、その２工事については推進工法により、第一中学

校北西から桃町緑道方向に下水管を築造するものである。  

 設計変更の主な外的要因としては、その１工事においては、第一中学校との

協議によるＮｏ．４立坑位置の変更 (図２、写真１ )、国道１号横断時のＨ形鋼

との接触（図３）が挙げられ、その２工事においては、地元協議による推進工

法の発進方向の変更（図４）が挙げられる。  

 

 

  図２ 立坑位置の変更             写真１ No.4 立坑  

 

 

         図３ 下水管設置位置と H 形鋼位置の関係  
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図４ 推進工の発進方向  

 

第二章  事実経緯及び工事費用増額の具体的内容  

第１  事実経緯  

以下では、概ね時系列に沿った形（多少前後する）で、業務委託及び工事

請負契約ごとに区分して事実関係を整理する。なお、本書では、下記に既述

した事実関係を引用する場合は、「事実１⑴」等と略記することがある。  

１  基本設計等  

⑴  本市は平成２８年９月１６日、株式会社ジェイプス（以下「ジェイプス」

という。）との間で、管渠基本設計業務委託契約を締結した。本業務は下水

道事業計画に基づく浸水対策事業であり、既設管渠の能力不足を補うため

に必要な本町松下線等の延伸工事の基本設計を行うものである。  

⑵  ジェイプスは、平成２９年３月２４日、基本設計業務の成果物を提出し、

環境下水道部はこれを検査の上受領した。当該基本設計の成果物において

は、計画検討、国道横断部の検討、概略工法の検討及び施工方法の比較検

討を行った上、守口市第一中学校グラウンド南部を発進基地として、上流

側は推進工法、下流側はミニシールド工法を採用することとされていた。  

⑶  本市は、株式会社日産技術コンサルタントとの間で、平成３０年１月２

９日、本町松下線の実施設計を行うにあたり必要となる土質調査業務委託

契約を締結した。本業務はボーリング調査を行い、地層ならびに性状を把

握し、実施設計・施工のための基礎資料を得るためのものである。株式会

社日産技術コンサルタントは、平成３０年３月３０日、本業務の成果物を

〇当初、No2 からの発進を予定していたが、地域との協議    

  の結果、No.4 立坑からの逆発進と変更。  

〇推進工において支障物が発見されたため No.３人孔は  

  設置しない。  
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提出し、環境下水道部はこれを検査の上受領した。  

２  実施設計  

⑴  本市は、平成３０年３月２０日、株式会社サンテック（以下「サンテッ

ク」という。）との間で、その１工事及びその２工事の実施設計業務にかか

る委託契約を締結した。  

⑵  サンテックは、平成３０年９月２８日、実施設計業務の成果物を提出し、

環境下水道部はこれを検査の上受領した。当該実施設計の成果物において

は、当時の第一中学校長の了承を得て同校の敷地内（校舎西側）に発進立

坑となるＮｏ．４立坑を築造し、その１工事においては南東向きにシール

ド工法を実施し、その２工事においては北西向きに推進工法を実施する内

容となっていた。  

また、実施設計上、その２工事については、北東・南西の両方向に向け

て機械を発進させるための立坑（以下「Ｎｏ．２立坑」という。）を築造す

る内容となっていた。  

⑶  令和元年に入った頃、当時の第一中学校長から、Ｎｏ．４立坑の一部に

ついて学校の敷地外に出してほしいとの依頼があった。環境下水道部はこ

れを受け、サンテックに対し上記実施設計業務の成果物である設計書を修

正するよう依頼したところ、サンテックはこれを引き受けた。  

⑷  令和元年秋頃、環境下水道部はサンテックに依頼していた上記実施設計

の修正版を受領した。このときの修正では、Ｎｏ．４立坑は学校敷地から

少し出る位置、すなわち第一中学校の校舎西側の位置で、市道との境界線

をまたぐ位置に築造する内容とされていた。  

３  その１工事  

⑴  平成３１年（令和元年）度当初予算において、その１工事の経費が計上

され、同年度中に入札手続が行われることとなった。その１工事の入札に

ついては、令和元年１２月１０日に告示され、令和２年１月１４日が開札

期日と定められた。  

⑵  令和２年初め頃、当時の第一中学校長から環境下水道部に対し、再度、

Ｎｏ．４立坑の位置変更の申し出があった。具体的には、Ｎｏ．４立坑を

完全に学校敷地の外に出してほしい、との要望であった。  

環境下水道部は、この要望に応じ、Ｎｏ．４立坑の位置を変更すること

としたが、既に工事発注の入札事務が相当程度進行していたことから、工

事受注業者の決定後に協議により調整すべき事項と位置付け、入札手続を

続行した。  

⑶  入札の結果、久本組が落札し、本市は令和２年１月１６日付けで同社と

工事請負契約を締結した。契約金額は総額８億８４８万９０００円、契約
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期間は令和２年１月１６日から令和３年３月３１日までであった。  

⑷  契約後、上記Ｎｏ．４立坑位置変更も含め、久本組と検討を行った。令

和２年４月８日、Ｎｏ．４発進立坑の位置変更が協議され、設計変更の対

象とすることが合意された。  

⑸  その後の環境下水道部と久本組との協議及び警察署等関係機関との協議

の結果、第一中学校に生じる騒音の解消、道路の幅員確保のため、学校敷

地の西側道路の、当初予定位置から約５０メートル程度南にずらした位置

（現在のＮｏ．４立坑の位置）に、Ｎｏ．４立坑の設置位置を移動するこ

とになった。  

⑹  当時の担当職員は、立坑位置の移動に係る警察協議を行った。位置変更

に伴い、協議先となる警察署が旭警察署から守口警察署に変更となったこ

とや、交通量調査の実施、立坑の周囲を覆う防音ハウスの構造上の課題等

のため、警察協議に長期間を要する結果となった。  

⑺  環境下水道部は、久本組との間で、令和３年１月１２日、設計変更につ

いての協議録を交わした。その内容は、Ｎｏ．４立坑の位置を現在の位置

に移動させることに伴って必要となる追加費用として、合計１億７６８０

万１９００円を要するため、これについて、久本組が本市に対して変更を

お願いしたい、という内容であった。  

その後、環境下水道部は、予算に不足が生じることから、令和２年度２

月議会において不足分８５２９万１０００円の補正予算について議決を得

て、令和３年３月３１日、変更契約を締結した（以下「変更契約①」とい

う。）。変更契約①の主たる内容は、金額を１億７６８０万１９００円増額

し、工期を令和４年７月３１日までとするものである。  

⑻  上記のとおり、環境下水道部は、主として警察協議に長期間を要したも

のの、令和３年７月に立坑の築造に着手し、立坑築造後の令和４年４月、

シールドマシンが発進した。  

４  その２工事  

⑴  事実２⑷で述べたとおり、環境下水道部は実施設計の修正版（Ｎｏ．４

立坑の位置を西側に変更したもの）を令和元年秋頃に受領していたが、実

際の施工では、第一中学校からの要望を踏まえた久本組との協議の結果と

して、Ｎｏ．４立坑をさらに移動（中学校敷地から完全に出し、さらに南

に５０メートル程度移動）させていた。  

その結果、事実３⑸及び⑻で述べたとおり、Ｎｏ．４立坑は現在の位置

となり、令和３年７月からその築造を開始していた。  

⑵  令和３年度当初予算において、その２工事の経費が計上され、同年度中

に入札手続が行われることとなった。  
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しかしながら、その時点では、既にＮｏ．４立坑はサンテックから受領

した実施設計上の位置とは異なって、現在の位置に築造されていたことか

ら、環境下水道部は、久本組に現況のＮｏ．４立坑の位置を前提とした図

面を作成するよう依頼し、この修正図面を用いてその２工事を発注するこ

ととした。  

⑶  入札については、令和４年２月２２日に告示され、令和４年３月１８日

が開札期日と定められた。  

⑷  入札の結果、日本国土開発が落札し、本市は令和４年３月２３日付けで

同社と工事請負契約を締結した。契約金額は６億７３２０万円、契約期間

は令和４年３月２３日から令和６年３月３１日までであった。  

５  その１工事におけるシールドマシン停止  

⑴  事実３⑻のとおり、その１工事において、シールドマシンは令和４年４

月には発進していたが、令和４年５月２７日、シールドマシンが国道１号

地下付近において地中支障物に接触し、進行不能となった。  

⑵  環境下水道部は、シールドマシン停止後に久本組と協力して調査を行い、

接触した物体は電線共同溝に接着したＨ形鋼であることが判明した。その

後、久本組から、Ｈ形鋼周りのコア削孔（φ 400）を行い、Ｈ形鋼を引き抜

く工法の提示があり、これが妥当であるとの考えに至った。  

⑶  上記工法を行うためには、国道 1 号の表面からの掘削が必要になること

や、電線共同溝より深部に位置する大阪メトロのトンネルへの影響が危惧

されたことから、国道を管轄する国土交通省近畿地方整備局大阪国道事務

所（以下「国道事務所」という。）及び大阪市高速電気軌道株式会社（以下

「大阪メトロ」という。）との協議が必要となった。環境下水道部は、久本

組と協力して説明資料を作成する等して、令和４年８月上旬頃には、大阪

メトロとの協議が調った。その後は、国道占用許可等の必要な許可を取得

次第、引抜き工事を実施できる見通しとなった。  

⑷  環境下水道部は、令和４年７月２５日、久本組との間で、その１工事請

負契約について、２回目の変更契約を締結した（以下「変更契約②」とい

う。）その内容は、工期を令和５年３月３１日まで延長するものであり、金

額の変更は伴っていない。  

なお、変更の理由は、直近で発生していたシールドマシンが支障物に接

触したことにより停止したこととは関係がなく、それ以前から想定されて

いた事由（警察等の関係機関との協議に時間を要したこと、追加工事と許

可取得に時間を要したこと）が理由として挙げられている。  

⑸  令和４年９月には、国道事務所との協議が調ったことから、国道の占用

許可を取得し、令和４年１０月１１日、引抜き工事を開始した。しかしな
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がら、電線共同溝とＨ形鋼の接着力が想定以上に強く、引き抜くことがで

きなかった。  

⑹  令和４年１０月１４日から、あらためて基礎コンクリートを打設したう

えで引抜き工事を再開し、削孔を進めたが、令和４年１１月上旬、ドリル

が空回りし、引抜きを断念することとなった。空回りの原因は、砂層であ

ると想定した地層が、想定に反して礫層であったことによるものと推測さ

れる。これを受け、引き抜く方法がないか久本組とさらに検討したが、現

状の工法での引抜きは困難であるとの結論に至った。  

⑺  環境下水道部は、上記⑸及び⑹の引抜き工事の失敗を受けて、久本組と

の間で、再度引抜きの工法を検討したところ、使用する機械を変更するこ

とで引抜きが完遂できるとの見通しが立った。そこで、再度の引抜き工事

を行うことについての施工計画書をまとめ、再び国道事務所及び大阪メト

ロとの協議に入った。  

国道事務所との協議は順調に調ったものの、大阪メトロとの協議は、一

度失敗しているという経過を踏まえて、工法等の詳細な説明を要すること

となり、かつ再度の引抜き工事が失敗した場合に備えて第２案、第３案を

提示する必要が生じたこと等の事情により、協議に長期間要することとな

った。  

⑻  令和５年２月２２日、シールドマシンの停止を理由として工期を延長す

るべきとの協議録を久本組と取り交わし、令和５年３月３１日付けで、変

更契約を締結した（以下「変更契約③」という。）。その主たる内容は、契

約期間の終期を令和６年３月３１日に変更することであり、契約金額につ

いては変更されていない。  

⑼  最終的に、令和５年４月頃に大阪メトロとの協議が調い、再度の引抜き

工事が計画された。  

令和５年５月１５日、地中埋設物の撤去に係る工種追加に伴う工事金額

の増額の協議録を久本組と取り交わし、本市は、令和５年５月臨時会にお

いて、６１７９万６０００円の補正予算について議決を得て、令和５年５

月３１日、変更契約を締結した（以下「変更契約④」という。）。  

⑽  その後、令和５年６月３日にＨ形鋼引抜き工事を実施し、引抜きに成功

した。これにより、シールドマシンの進行が可能となり、工事を再開した。  

６  その２工事の進行不能  

⑴  事実４⑷のとおり、本市は日本国土開発との間で、令和４年３月２３日

にその２工事の請負契約を締結し、その後施工に向けた協議を行っていた。

その検討の過程で、令和４年７月頃、Ｎｏ．２立坑について築造の際には

道路が長期間に渡り通行止めとなることなどから、地域住民の承諾を得ら
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れなかったことにより、設計図書どおりには施工できず、施工方法を変更

する必要が生じた。  

⑵  令和４年７月１１日、Ｎｏ．２立坑の施工方法変更についての協議録を

作成し、環境下水道部は受注者である日本国土開発に対し、Ｎｏ．２立坑

の施工に係る工法の変更について、詳細な提案を求めた。  

⑶  日本国土開発は環境下水道部の要望に対応して、いくつかの案を検討し

た。Ｎｏ．３立坑から発進する案も検討されたが、これは、既設の下水管

やガス管の移設が必要となり、現実性がなかった。最も実現可能性がある

工法は、既にその１工事において築造され、シールドマシンが発進してい

たＮｏ．４立坑からＮｏ．２立坑に向けて推進するという工法であった。  

この場合、その１工事の完了後にその２工事を開始することとなる。環

境下水道部は、この工法が最も妥当であると判断し、これを採用すること

とした。この段階で、日本国土開発に対する実質的修正設計業務が発生し

た。  

⑷  令和４年８月５日及び同月１２日に、Ｎｏ．３立坑について協議され、

Ｎｏ．３立坑については不要となることから廃止することになった。  

⑸  その２工事についてもＮｏ．４からの発進するという方針に決定した時

点（令和４年９月）では、事実５のとおり、その１工事においてシールド

マシンが停止していた時期であるが、その当時の見通しでは、シールドマ

シンが接触した地中支障物であるＨ形鋼は、令和４年１０月頃には引き抜

くことができる見通しであった。また、引抜きに成功し、速やかにシール

ドマシンが発進すれば、その１工事は概ね令和５年夏か秋頃には完成する

見通しであった。したがって、この時点では、その１工事完了後に、その

２工事においてＮｏ．４立坑から発進することとしても、その２工事の請

負契約期間の終期（令和６年３月３１日）には、工事完成に至ることは不

可能ではないと考えられた。  

⑹  一方、令和４年１０月頃、事実６⑶及び⑷記載の変更を踏まえた線形で

推進した場合に、Ｎｏ．３立坑付近において地中支障物と接触する可能性

があることが発覚した。  

また、事実５のとおり、その１工事においてシールドマシンが停止して

おり、令和４年１１月上旬には引抜き工事に失敗したことが明らかになっ

たため、その２工事について契約期間終期（令和６年３月３１日）までに

工事を終えることができない可能性が高まった。  

⑺  この事態を受け、環境下水道部は工事の一時中止命令の実施について令

和４年 11 月 1 日に起案を行い市の意思決定を諮った。  

中止を命じるべき理由としては、Ｎｏ．３立坑付近において、地中支障



 

9 

物と接触する可能性があるという理由のみを挙げていた。  

この意思決定に際し、当時の市長は、仮設物の有無が不明な段階で中止

をするのではなく、試掘調査等を実施したうえで仮設物の存在が確定した

場合に中止をするべきであるとの判断を下した。  

 

第２  事実項目に対応した費用増額の内訳  

時系列順に整理した事実関係は第１で述べたとおりであるが、このうち工

事費用の増額を招く要因となった項目を抽出すると、３つに分類することが

できる。  

すなわち、一つ目はその１工事における立坑位置の変更にかかるものであ

り、二つ目はその１工事におけるシールドマシン停止にかかるもの、三つ目

はその２工事における工事進行不能と実質的修正設計業務である。  

各項目における費用増額の内訳は、以下のとおりである。  

１  その１工事について  

⑴  立坑位置変更によるもの  

シールド工      ▲１２，３４６千円  

家屋調査       ▲３５，１３５千円  

防音工         ３４，２８８千円  

交通量調査       １５，６００千円  

その他軽微な変更    １５，１７５千円  

交通整理員       ９１，８４５千円  

諸経費         ６７，３７５千円  

計          １７６，８０２千円  

⑵  シールドマシン停止によるもの  

防音ハウス等リース料  ２０，２８５千円  

交通整理員       ７６，９６０千円  

一時中止に伴う経費  ４３０，０００千円  

諸経費         ９８，０４５千円  

その他軽微な変更     ７，０２５千円  

矢板買取        １２，９４０千円  

付帯工          ４，８４５千円  

Ｈ形鋼撤去       ６１，７９６千円  

計          ７１１，８９６千円  

２  その２工事について  

一時中止に伴う経費   ６１，７３５千円  

設計費等        ２７，４００千円  
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追加調査        ２８，１３４千円  

工法変更        ９９，２７４千円  

交通整理員       ５５，３５８千円  

諸経費        １３７，４５４千円  

 計          ４０９，３５５千円  

 

第三章  事務の問題点  

第１  事務の問題点１（事前調整の不足と設計・施工分離発注方式からの転換）  

１  その１工事  

⑴  事前調整の不足  

事実２⑵及び⑷のとおり、Ｎｏ．４立坑の位置について、当初は第一中

学校敷地内又は学校敷地と市道をまたぐ位置に築造することとしており、

そのことについて学校との調整を完了していた。  

ところがその後、事実３⑵のとおり、第一中学校側からの要望により、

Ｎｏ．４立坑の位置を完全に学校敷地外に出すことを決定したものである。 

教育上の配慮は重要であったと考えられるが、立坑の位置について事前

に了承を得ていたこと、立坑位置変更によって相当量の交通誘導員の増加

が生じそれに伴う費用の増大が見込まれることを鑑みれば、より慎重に検

討し、必要に応じて関係者と綿密な調整を行うこともできたと推察できる

が、当時の環境下水道部において検討・調整は十分に行われていなかった。  

⑵  設計・施工分離発注方式からの転換  

立坑位置の変更は、サンテックへの委託業務の成果品である実施設計の

修正が必要となるが、この作業は通常、実施設計を受託した事業者である

サンテックが行うことが望ましい。このことから、当時の担当職員は、サ

ンテックに対し再度設計図の修正を打診したが、サンテックの業務繁忙を

理由に実現しなかった。  

したがって、実施設計の修正業務を別の事業者に委託することはやむを

得なかったといえるが、結果的に、環境下水道部は、設計図の修正を工事

受注者である久本組に担わせており、これにより設計・施工分離発注方式

から、実質的にデザインビルド方式へと変更したこととなる。  

その１工事を設計・施工分離発注方式とすることについては、執行伺の

段階で意思決定している事項であり、これを変更するのであれば、変更に

ついての意思決定が必要となるが、起案文書は存在しなかった。  

２  その２工事  

⑴  事前調整の不足  

その２工事のＮｏ．２立坑は規模が大きく、道路を長期間に渡り通行止
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めにする必要が生じていた。  

したがって、その２工事を円滑に施工するためには、土地所有者や住民、

関係官公署の許可等が得られるかどうかが重要である。  

しかしながら、地元住民や、道路使用許可の主体である警察署への説明

は十分に行われていなかった。  

⑵  設計・施工分離発注方式からの転換  

その１工事と同様に、その２工事においても、Ｎｏ．４立坑からの発進

とすることに伴う設計の修正作業は通常、実施設計を受託した事業者であ

るサンテックが行うことが望ましい。このことから、その１工事において、

サンテックに対し再度設計図の修正を打診しているが、業務繁忙を理由に

断られた経緯を鑑みると、別の事業者に委託することはやむを得なかった

といえるが、その２工事においても、結果的に、環境下水道部は、設計図

の修正を工事受注者である日本国土開発に担わせており、設計・施工分離

発注方式から実質的にデザインビルド方式に変更したこととなる。  

その２工事を設計・施工分離発注方式とすることについては、執行伺の

段階で意思決定している事項であり、これを変更するのであれば、変更に

ついての意思決定が必要となるが、起案文書は存在しなかった。  

３  総括  

以上のとおり、その１工事及びその２工事のいずれにおいても、事前調整

が不十分であったことから工事の変更を余儀なくされている。そして、工事

の変更のために必要となる実施設計の修正業務を、サンテックが受託しなか

ったとはいえ、工事受注者である久本組及び日本国土開発に担わせたもので

あり、当初想定されていた設計・施工分離発注方式から実質的にデザインビ

ルド方式に変更している。  

事業手法の変更に伴い必要となる決裁権者の決裁を得ずに事業を進めた環

境下水道部の事務は、守口市事務決裁規程に反していると指摘せざるを得な

い。  

 

第２  事務の問題点２（予算面からの事務統制の不備）  

１  予算に関する基本的な考え方  

⑴  予算の裏付けの必要性  

工事を進める中で、追加工事や追加材料等を用いる必要性が生じた場合

など、当初の設計図書に記載がない事項が発生した場合、追加工事・追加

材料等の数量を確認の上、職員自ら積算を行った上で、それに対する予算

を確保し、設計変更及び契約変更を行うのが原則である。  

⑵  環境下水道部の事務の考え方  
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環境下水道部においては、追加工事等が必要となった際、その数量等の

詳細を確認して積算し、不足する金額を予算化することもなく、設計変更

や契約変更に関する事務処理を行わないまま、追加工事等の実施を承諾し

ているケースが存在していた。  

環境下水道部によると、追加工事等の必要が生じた場合、工事がある程

度進行して必要費用額が固まってから、事後に予算措置、設計変更及び契

約変更を行えばよいとの認識のもと事業を進めてきた。  

２  総括  

環境下水道部では、当初予算において認められていたとは言い難い追加工

事等の部分について、明確な予算の裏付けのないまま執行している。  

これは、事情変更が生じた場合に予算の裏付けを得た上で設計変更・契約

変更を行わなければならないという基本的な考え方を遵守できていなかった

ものであり、地方公営企業法第２４条に違反していると言わざるを得ない。  

 

第３  事務の問題点３（工事一時中止命令）  

１  工事一時中止命令に関する基本的な考え方  

⑴  工事一時中止命令の必要性  

公共工事を進める中で、受注者の責めによらない事由により工事を相当

期間進められない場合、発注者は受注者に対し、工事請負契約書に基づき

工事の一時中止を命じるべきこととなる。  

一般的に、発注者が受注者に対し工事一時中止を命じる際は、工事一時

中止期間の見通しや中止期間中の工事現場について最小限の管理体制等を

構築するよう書面にて指示を出すことになる。受注者は指示に従ってこれ

を検討し、発注者に対し基本計画書を提出し、発注者はこの基本計画書の

内容を精査して、問題なければこれを承諾することとされている。  

⑵  環境下水道部の実際の事務とその問題点  

その１工事においては、令和２年１月の工事発注時点で生じていた問題

であるＮｏ．４立坑位置の変更に伴うものと、令和４年５月のシールドマ

シンの地中支障物接触に伴うもの計２回、工事一時中止を命じるべき機会

が存在した。また、その２工事では、Ｎｏ．２立坑からの発進が不可とな

ったことにより、工事一時中止を命じるべき機会が存在した。  

環境下水道部によれば、それぞれの場面において、工事の一時中止を命

じたとのことであるが、工事一時中止命令について書面による明確な指示

を行っていない。また基本計画書の提出や増加費用に対する相手方との協

議もほとんど行われていなかった。  

２  総括  
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工事継続不能となった場合には、工事一時中止命令を書面にて指示する必

要があり、書面による明確な指示を行っていない環境下水道部の事務は、通

知等の行為は書面によらなければならないと定める工事請負契約書第１条５

項に反している。  

また工事一時中止命令を書面にて指示した後に、再開までの見通しを立て、

増加費用を精査することとされているが、これらが十分には行われていなか

った。  

 

第四章  発生要因と再発防止策  

第１  発生要因  

１  ガバナンスの脆弱性  

⑴  受動的姿勢  

当該工事に携わった環境下水道部の職員に共通したこととして、発注し

た工事に対して極めて受動的な姿勢で臨んでいたことが伺える。例を挙げ

れば、  

①  その１工事において、第一中学校長から立坑位置変更の要望を受けた

時点で、教育上の配慮に対置される考慮事項（事前の承諾を得ていたこ

とや費用増大の懸念等）を十分に考慮していたとはいえない。  

②  その１工事において、シールドマシンが停止した際に、必要となる経

費に対する感覚（どれくらいの増額となるか）が欠如しており、発注者

として経費の把握を十分にしていなかった。  

③  その２工事において、地元協議の重要性に係る認識が甘く積極的な協

議を計画的に行おうとしていない。  

④  その２工事において工事が進行不能となったにもかかわらず、そのよ

うなときでも危機感が乏しく、職員ら（とりわけ、幹部職員）には、自

ら問題点を洗い出して解決策を見つけ出そうという姿勢が欠けていた。  

⑵  コミュニケーション不足・マネジメント体制の欠落  

当該工事に携わった環境下水道部職員間において、十分なコミュニケー

ションが図れていたとは言い難く、このことが意思決定の不全をもたらし

ていると考えられる。例を挙げれば、  

①  現体制の特定の職員間において、日常的に正常なコミュニケーション

が取れているとは言い難い状況にあり、幹部職員間でのコミュニケーシ

ョン不全は、組織全体に悪影響をもたらしていた。  

②  その１工事において、第一中学校長から立坑位置変更の要望を受けた

際に、重要な変更でもあるのに関わらず組織的に検討を行ったうえで意

思決定がなされた形跡がない。  
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③  その１工事において、シールドマシンが停止した際、後に必要となる

経費について組織的な検討が十分になされていない。  

④  その２工事において、中止に至る本質的な中止理由を市長に対し明ら

かにしなかったため（事実６⑺参照）、意思決定に必要な正確な情報が共

有されず市長に伝わらなかった。また、正確な情報を部長、次長は把握

していなかった。  

⑶  進捗管理、チェック機能の不全  

第三章第２で述べたように、適正な事務の執行のためには、予算の面か

らもチェック機能を果たしていかなければならない。ところが、環境下水

道部においては、全体として事業をコントロールする職員が存在しない。  

技術職員は工事についての技術面や進捗管理を担当し、事務職員は予算

や契約に対するチェック機能を担当するという発想があるべきだと考えら

れるが、いずれの機能も十分には果たされていなかった。  

２  工事を推進するための事務に対する認識の甘さ  

⑴  予算に対する認識の誤り  

具体的な内容については第三章第２で述べたとおりであるが、予算の裏

付けを確保して設計変更、契約変更を行うという市職員として備えておく

べき原則が曖昧になってしまっている。  

⑵  予算費目に対する認識の甘さ  

これも第三章第２で述べたとおりであるが、当該業務に携わる環境下水

道部の職員においては、工事施工者に設計業務を依頼するなど予算費目に

対する認識の低さがみられた。  

⑶  工事費用増加に対する感覚の欠如  

やむを得ない事情で工事費用が増額することはよくあることではあるが、

当該工事に携わった環境下水道部の職員は、工事費用が増額することに対

し鋭敏な感覚を有しておらず、必要となる経費の把握が十分になされてい

なかった。  

 

第２  再発防止策  

１  組織力強化  

何よりもまず、組織内で円滑にコミュニケーションが取れる体制を整えな

ければならない。そのためには、⑴技術検討会議の設置、⑵レクチャー体制

の整備、といった手法が有効であると考えられる。以下に、それぞれについ

て述べる。  

⑴  技術検討会議の設置  

  技術的に課題のある案件に関しては、多くの職員で議論し解決策を見出
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すことが有効であると考えられる。例えば、本市都市整備部ではこのよう

な場合、課をまたがり、それぞれの技術職員の持つ知識を結集し課題の解

決に取り組む体制が敷かれている。課題が発議される際には、設計条件、

現場状況が精査され、また会議での議論において、より合理的な解決策を

導くなど、一定の成果と職員の技術力強化につながっている。環境下水道

部においても、技術検討会議を設置する、または都市整備部と共同でこれ

を開催するなどして、組織としての判断の一助とすることは効果的と考え

られる。  

⑵  レクチャー体制の整備  

上司への報告等を行う際には、担当者は課題や問題点をしっかりと把握

し、エビデンスに基づいた提案をすることが重要である。その報告過程に

おいて資料作成は有効であるが、今回のケースでは資料作成が行われてい

ないケース、履歴が残っていないケースが散見された。職員は、資料の作

成過程において、自らの頭の中の再整理、問題点の深堀りができる。今回

の場合でいえば、金額や工期の把握など重要なポイントの発見につながっ

たものと思われる。  

また、報告を受ける上司も、数字の根拠など判断材料が明示されること

により、チェック機能を働かせやすくなる。レクチャーは、資料に基づき

丁寧に行うという基本的な姿勢を維持すること、上司はレクチャーのタイ

ミング等進捗管理をしっかり行う体制整備が必要である。  

２  事務の執行力向上  

環境下水道部については、組織としての力を付けることのほか、個々の職

員に対しても、事務の執行力を高めていく必要がある。そのための方策とし

ては、⑴技術力の向上及び契約・会計事務研修の実施、⑵設計・積算や工事

監督に係る確認事項等のダブルチェック体制の構築といった方策が考えられ

る。以下では、それぞれについて述べる。  

⑴  技術力の向上及び契約・会計事務研修の実施  

土木は経験工学とも言われ、そこには教科書やマニュアルがあっても全

ての現場に適用できるものは少ない。それ故、対象物をどう設計し、どの

ような施工方法を採用するかは、担当者の経験に培われた判断によること

が大半である。この技術力を向上させるためには、まず、技術力向上に対

する担当者のモチベーションの向上、そのうえでＯＪＴによる技術の習得、

また、設計会社や施工会社との協議に際しての事前の予習など、日頃から

技術に対して興味を持つような体制の構築が重要である。  

また、契約・会計事務に関して、技術職員は積算業務には長けているも

のの予算や契約に対する認識が低いケースが見受けられる。研修により、
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基本的な事項について習得する必要がある。  

⑵  設計・積算や工事監督に係る確認事項等のダブルチェック体制の構築  

    ミスによる損害発生を未然に防止するためには、複数回確認作業を行う

ことが有効である。この確認作業において、公共工事の場合、単に設計数

値を追いかけるだけでなく、関係機関との協議や地元調整の状況など、

様々な視点からの確認が重要であり、発注時はもとより、工事着手時の確

認も効果があると考えられる。まずは発注時のチェックリストを作成し担

当課において複数人でチェックするとともに、着手時には国土交通省で実

施されている三者合同会議を開催することは有効である。三者合同会議と

は、設計者、施工者、発注者が一同に会し、事業目的、設計思想・条件、

関係機関等の協議状況等の情報共有及び施工上の課題、新たな技術提案に

対する意見交換等を行う場で、この会議により様々な視点からの確認が行

われ、問題発生の予防につながるものと考えられる。  

 

第五章  おわりに  

本町松下線築造工事については、その１工事において第一中学校校長からの

立坑の位置変更の申し出や地中障害物への接触が発生し、その２工事において

も地元協議が調わず設計どおりの施工が不可能となるなど、予期せぬアクシデ

ントがあったことは間違いなく、追加した設計業務や工事等は事業を進めるう

えで結果的に必要なものであったと考えられるが、環境下水道部の事務手続き

には、様々な問題があることが明らかとなった。  

今後、このような不適正な事務手続きが起きることがないよう、再発防止策

を徹底する必要がある。  


